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（はじめに）【子どもの権利サポート委員より】 

 

子どもの権利サポート委員会活動について 

 

子どもの権利サポート委員会 委員長 田中 賢一 

 

 

まずは、新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）に罹患された方々に心より

お見舞い申し上げます。 

令和元年度は、宝塚市子どもの権利サポート委員会（以下、「サポート委員会」とい

います）が設置され、６年目です。私も、令和２年１０月末で、サポート委員を退任と

なります。私が、この１年間で感じたことを以下記したいと思います。 

 

１ より多くの子どもの思いを大切にできるように 

令和元年度は、新規相談件数・延べ相談件数が、前年度よりも大幅に減少しました。

減少の要因については、分析が必要です。 

子どもの抱える悩み等が突然なくなることは考えられません。我々が、本当に子ども

に身近な存在であったのか、謙虚に反省する必要もあると思います。 

電話・来館・手紙というアクセス方法は、子どもにとってハードルが高いのかもしれ

ません。インターネットによる方法や、我々が、子どもに会いに行ったりする方法など、

様々な方法も検討していきたいと思います。 

我々としては、より多くの子どもにサポート委員会の存在を知ってもらい、また、ア

クセスしてもらえるように、実効的な広報活動も努めてまいりたいと思います。 

 

２ 新型コロナウイルス感染症の影響 

新型コロナウイルス感染症により、学校が休校になってからは、サポート委員会への

相談件数も減ってきているようです。今回の感染症にまつわる措置・影響は、子どもの

権利等について、いくつかの問題点を提起していると考えられます。 

まず、今回の休校措置をとるにあたり、措置についての子どもの意見を聞き、子ども

に対する十分な説明があったのかという問題です。今回の緊急事態においても、やはり、

子どもの権利は中心に据えられるべき価値のはずですし、子どもとこの緊急事態とどう

向き合っていくのかを話し合い、その対応を子どもが選択をすることが、子どもの教育

にもつながっていくのだと思います。 

また、休校期間中の相談が減少している要因についても分析が必要と思います。子ど

もにとって、学校自体がストレスフルな場所になっていたのではないか、子どもの相談

機関へのアクセス権は、本当に保障されているのか、子どもにまつわる相談が実は親と

学校の軋轢だったのではないかなど、色々な可能性が考えられます。これらの分析が、

子どもの悩みの本当の解決につながっていくような気がしてなりません。 
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３ 今後のサポート委員会について 

先ほども述べましたが、私と浜田委員は、令和２年１０月末で、委員を任期満了によ

り、退任いたします。 

これまで、子どもの思い・権利を中心に据えて、相談活動等を行ってきたつもりです

が、どこまで実践できたか不安があります。 

しかし、サポート委員会は、親の代弁者でも、学校の代弁者でもありませんし、ある

意味、単に子どもを代弁するわけではありません。子どもと一緒に考え、子どもの自発

的な考えを尊重して、子どもの抱える問題点を、子どもと一緒に解決していきたいと思

っています。 

今回の感染症により、インターネット等を使用した就労環境等が非常に発展しまし

た。子どもの相談でも、このようなインターネット機器等が重視されてくるかもしれま

せん。しかし、我々にとっては、やはり、子どもの顔を見て、相談を行い、子どもの笑

顔を見ることがやりがいとなります。 

「子どもと一緒に」「子ども目線で」ということを忘れないサポート委員会をこれか

らも続けていけたらと思います。 

 

今後とも、当委員会を通じ、一人でも多くの子どもの悩みが解決し、また、一人でも

多くの子どもの権利が守られるように、できるだけ努力をしていきたいと思います。関

係者の皆様、市民の皆様のより一層のご指導、ご鞭撻よろしくお願いいたします。  
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第 1 章 相談活動状況   

 

1 相談件数 

（経過比較） 

■３カ年比較（平成 29 年度～令和元年度）） 

 子どもの権利サポート委員会設置から 5 年半経過しました。さまざまな周知

方法で子どもたちに知ってもらう機会を設け、継続的に啓発に取り組んできま

した。昨年度は大幅増となりましたが、今年度は減少となりました。 

 

【月別相談件数（平成 29 年度～令和元年度）】 
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【新規相談対象者の内訳（平成 29 年度～令和元年度）】 

 

 

【新規相談の内訳（平成 29 年度～令和元年度）】 
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2 令和元年度子どもの権利サポート委員会活動状況について 

 

平成 26 年 11 月 1 日より宝塚市子どもの権利サポート委員会条例を施行し、

活動を開始してから、5 年半が経過しました。その間の相談件数の経緯は以下

のとおりです。 

 

平成 26 年度  新規相談件数 27 件 

（11 月～開始） 延べ相談件数 122 件 

 

平成 27 年度  新規相談件数 74 件、前年度よりの継続件数 4 件 

        延べ相談件数 386 件 

 

平成 28 年度  新規相談件数 62 件、前年度よりの継続件数 17 件 

        延べ相談件数 386 件 

 

平成２９年度  新規相談件数 97 件、前年度よりの継続件数 15 件 

        延べ相談件数 547 件 

 

平成 30 年度  新規相談件数 83 件、前年度よりの継続件数 16 件 

        延べ相談件数 663 件 

 

令和元年度   新規相談件数 65 件、前年度よりの継続案件数 12 件 

延べ相談件数 292 件 
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■令和元年度状況 

（1）月別相談件数 

 令和元年度の月別相談は、新規相談として 5 月に 12 件（18％）、次いで 6

月に 8 件（12％）の相談を受けています。 

  

 

 

【令和元年度・月別相談件数】 

 

 

 

 

 

※新規：初回の相談       

※延べ：初回相談・継続相談にかかわらず、相談を受けた回数  

※1 案件のうち、初回相談は新規、1 案件で 3 回の相談があった場合は

延べ数を 3 回と数える。  

※前年度からの継続案件が 12 件あった。 
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（2）新規相談のその後の経過 

 新規相談として受けた相談の経過状況です。 

 新規相談後、初回で終わる相談が 65 件中 50 件と 76％を占めています。 

  【令和元年度・新規相談のその後の経過状況】 

 

 

 

※前年度からの継続案件が 12 件あった。 
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（３）初回相談方法と件数 

 新規相談件数 65 件のうち、子どもからの相談が 41 件（63％）あり、その

うち、相談方法では電話が最も多く 33 件、次いで、来所相談 4 件、手紙によ

る相談が 3 件でした。 

保護者からの相談は 19 件あり、電話による相談が 16 件と大半を占めまし

た。 

 

 

【令和元年度・初回相談の相談者と相談方法】 

 

 

 

※その他は、祖父母等からの相談を集計している。 

 

   ※子どもと保護者一緒に来所があった場合は、子どもの初回相談来所とし

ている。  
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（４）新規相談対象者の校種及び男女別内訳 

 新規相談対象者は、新規相談件数 65 件のうち、小学生高学年が一番多く 20

件、次いで、小学生低学年 14 件と続きました。 

 

【令和元年度・新規相談対象者の校種及び男女別内訳】 

 

 

 

 

 

 

※小学生低学年は、小学 1～3 年生。小学生高学年は、小学 4～6 年生。 
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（5）初回相談者が子どもの場合の校種及び男女別の内訳 

初回に子どもたちから直接相談があった件数は 41 件あり、小学生高学年女

子からの相談が一番多く 10 件、次いで、小学生低学年女子からの相談が 7 件

と続きました。 

昨年度同様、どの学年も男子と比べて女子からの相談が多くありました。 

   【令和元年度・初回相談者が子どもの場合の校種及び男女別の内訳】 

 

 

 

 

  
  ※小学生低学年は、小学 1～3 年生。小学生高学年は、小学 4～6 年生。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 



11 

 

（6）相談内容の内訳 

 新規相談内容としては、65 件中、交友関係の悩み 15 件、次いで、いじめ

11 件と続きました。 

延べ相談内容としては、292 件中、話し相手 49 件、次いで、交友関係の悩

み 41 件と続きました。 

 

 

  【令和元年度・相談内容の内訳】 

 

 

※新規相談時の主訴相談内容で振り分けている。 

※延べ相談件数は、継続した相談の際の主訴でカウントしているため、相談内

容が追加される場合がある。 
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3 電話相談の所要時間、相談受付曜日・時間帯 

（1）電話相談の所要時間の内訳 

 30 分以下の電話相談が全体 242 件の 85％（205 件）、次いで、60 分以

下 13％（31 件）となりました。1 時間（60 分）を超えての相談が 2％（6

件）ありました。   【令和元年度・電話相談の所要時間の内訳】 

（2）面談の所要時間の内訳 

 面談対応 40 件のうち、30 分までの来所・訪問による面談相談が最も多く

37％（15 件）、次いで 60 分までの面談相談は 35％（14 件）でした。これ

には学校を訪問しての面談時間も含んでいます。   【令和元年度・面談の所要時間の内訳】 

※面談は、来所相談や訪問（学校への調整等）を含んでいる。 

 



13 

 

（3）相談を受け付けた曜日 

 新規相談 65 件のうち、月曜日、水曜日が 14 件と一番多く、次いで火曜日、

金曜日が 12 件と続きました。延べ相談件数 292 件のうち、木曜日が 65 件、

水曜日が 60 件と続きました。 

【令和元年度・相談を受け付けた曜日】 

 

（4）相談を受け付けた時間帯 

 新規相談で受付をした時間帯は、65 件のうち、16 時台が 13 件と最も多く、

次いで、15 時台が 11 件でした。延べ相談件数 292 件のうち、１６時台が

52 件、１７時台が 45 件と放課後の時間帯の相談が多い傾向でした。  

【令和元年度・相談を受け付けた時間帯】 

 

※手紙による相談は時間外とした。 
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4 相談へのきっかけ 

■新規相談に至ったきっかけ 

 新規相談 65 件のうち、相談に至ったきっかけとして、子どもの権利サポ

ート委員会だより（お便り）が一番多く 16 件でした。次いで、カード（ダイ

ヤルカード）は、10 件でした。お便りは、各学期ごとに発行し、市内小中高等

学校でカード、リーフレット、啓発グッズとともに配布しています。また、カ

ード、リーフレット、ポスターは市内各公共機関に設置しています。 

市内小中高等学校で配布協力いただいたお便りやカード等が、前年度同様、

相談のきっかけにつながることが多くありました。  
【令和元年度・新規相談に至ったきっかけ】 

 

 

     

※カード（ダイヤルカード）、リーフレットは、市内の公私立小学校・中学校・

高等学校を通じ配布を行った。 

※啓発グッズ（小 3 クリアファイル、小 6・中 3 赤シャープペンシル）は、市

内の公私立小学校・中学校を通じ配布を行った。 

※お便り（子どもの権利サポート委員会だより）は、カード、リーフレット、

啓発グッズとともに配布を行った。 

 

・啓発時期等は、第２章 1 広報・啓発一覧に掲載 
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5 子どもの権利サポート委員会活動 

（1）子どもの権利サポート委員会会議及びケース協議 

開催回数 

※1 委員会会議（条例に定められた会議） 子どもの権利サポート委員会委員長が議長として会議を進め、

子どもの権利サポート委員会の制度のことや、サポート委員会で決定する事項等を話し合う。 

※2 ケース協議 それぞれの事案（ケース）の担当委員や、相談員からの相談内容の報告を受けて、それ

ぞれの事案について協議を行う。 

※3 委員会会議は、主にケース協議終了後の開催とした。 

※４  今年度実施した学校事故詳細調査については、上記件数にはカウントしていない。 

 

 

■ 委員会会議議題 ■ 

日 程 議  題 

4 月 10 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

4 月 24 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

（2）平成 30 年度活動報告会について（令和元年度実施分） 

5 月 16 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

（2）平成 30 年度活動報告会及び活動報告書について 

5 月 29 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

（2）平成 30 年度活動報告会について 

6 月 13 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

（2）平成 30 年度活動報告会及び活動報告書について 

（3）平成 30 年度活動報告 市長報告会について 

7 月 11 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

（2）平成 30 年度活動報告会について 

（3）その他 

7 月 24 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

（2）平成 30 年度活動報告会について（令和元年度実施分） 

（3）その他 

8 月 8 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

（2）平成 30 年度活動報告会について（令和元年度実施分） 

（3）その他 

8 月 22 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

（2）平成 30 年度活動報告会について（令和元年度実施分） 

（3）その他 

9 月 11 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

（2）その他 

9 月 24 日 （1）平成 30 年 3 月 22 日申立て受付分の調査結果について 

 

 

 

 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

委員会

会議※1

ケース

協議※２
2 1 0 21

11

2 2 2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 02 2 1 2 2 2
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■学校事故詳細調査について（教育委員会が事務局を担当） 

 

市教育委員会からの依頼（令和元年 8 月 8 日）に応じて、子どもの権利サポ

ート委員会において調査を実施。調査は計 6 名、委員 5 名（委員 5 名のうち 2

名は、臨時的に学校事故詳細調査実施において追加した委員）及び補助員 1 名

により実施。 

令和元年 8 月 8 日から令和 2 年 3 月 15 日まで計 14 回にわたり委員会を

開催し、関係者からの聞き取り、事実認定、原因及び問題点の分析等を行い、

それらを踏まえて再発防止策の提言をまとめた。（具体的内容は調査報告書に

よる）令和 2 年 3 月 23 日に市教育委員会へ調査報告を行った。 

 

※調査報告書については、現段階では市教育委員会として非公開とされていま

す。 
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（2）子どもの権利サポート委員会の活動回数と所要時間 

子どもの権利サポート委員会委員として、ケース協議や委員会活動された内

容です。 

 

 

【令和元年度・子どもの権利サポート委員の活動回数と所要時間】 

 

 

※子どもの権利サポート委員会委員が活動したもの 

・関係機関との調整とは、相談者との面談などを経て、学校等に出向くなど調

整活動（代弁等）を委員により行ったもの。 

 ・会議・啓発・視察等とは、相談があったケース検討や、委員会会議、また、

啓発としての講演会を委員より行ったもの及び、外部講師による研修などを

委員が受けたもの。 
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（3） 関係機関への調査・調整活動 

 

■申立て受付件数 

   0 件 

■発意による調査件数 

   ０件 

■調査件数 

   1 件（前年度よりの継続） 

■勧告・要請、意見表明件数 

   ０件 

■公表件数 

   ０件 

 ■調整活動（関係機関への働きかけなどを行ったもの） 

   1 件 

   ・中学校 2 年生  
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（4）調整活動事例（相談事例） 

※プライバシー保護のため、一部変更しています。 

事例 1 相談者と学校その他関係機関との調整をサポート委員が行ったケース 

 

相談者 中学 2 年生 A さん 

 

概要 

Ａさんは１年の１学期クラスメートから叩かれる、足を引っかけられるなどの暴力行為を 

担任へ相談したが「勘違いではないか？あなたも悪いのではないか？」と取り合わっても

らえなかった。中学 1 年の最初は登校できていたが、A さんは教室にいることができなく

なり不登校となった。3 学期になり教室での時間も増えたが、担任から「毎日登校できない

のは怠けている」と言われたことで、担任に対する不信が募るようになった。 

 

初回相談 

A さんと保護者がサポート委員会に来所し相談員と面談した。Ａさんは、担任の先生か

らの厳しい言葉により心が傷ついていること、クラスに長時間居られないのは怠けている

訳ではないこと、自分も学校生活を頑張りたいと思っていることを担任に理解してほしい

という気持ちを話してくれた。学校との関係があまり良好ではないためこれ以上自分１人

で担任の先生と話をすることは困難であるとのことだった。 

 

■対応 

本人の話を傾聴し思いを受容した。子どもの権利サポート委員会の制度を説明し後日サポ

ート委員との面談を実施することとなった。 

 

 

サポート委員と面談 

登校しようと思うと身体に不調がでる。学校で頑張りたい気持ちがあるのにうまくいか

ない。どうしたらいいか困っているということが分かった。とりわけＡさんは語彙が少な

く、話をすることがあまり得意ではないことも分かった。サポート委員は、Ａさんの気持

ちに寄り添いながらじっくり話を聴き、今後、どうすれば A さんが学校に行きやすくなり

楽しく学校生活が送れるのか、サポート委員が一度学校に出向き、学校の考えを聞いてく

ることを提案したところ、本人の顔から笑顔が見られた。 

面談の中で A さんは小学校でいじめにあったこと、小学校でも適切に対応がなされず不

登校気味であったことが分かった。また不安が募るとパニックを起こし自ら学校に頻繁に

電話をするなどしていた。対人コミュニケーションに課題があることも分かり、また父親

からたびたび暴力や暴言といった虐待を受けており辛い思いをしているという家庭事情も

話してくれた。 
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・家庭児童相談室との情報共有 

家庭内虐待の疑いがあったため、本人の承諾を得た上で家庭相談員にも来所してもらい、

虐待に関する聴き取りを行った。家庭内における問題については役割分担を行い今後は家

庭児童相談室が対応していくことになった。 

 

経過 

・学校訪問において 

サポート委員・サポート委員会相談員・家庭相談員が伺う。対応は校長・担任。 

A さんの思いや希望を学校に伝えたところ、学校側は真摯に受け止めてくれた。また A さ

んの学校での様子を担任の先生は詳しく説明してくれた。A さんは対人コミュニケーショ

ンが非常に難しいことや、物事を被害的に受け止めることが多いこと、また保護者にもク

レーマー的な一面があることが分かった。担任は A さんや保護者の行動をよく把握してお

り、丁寧に関わっていることが確認できた。 

家庭相談員も同席し家庭内で虐待の恐れがあることを報告し学校と情報共有を密に行っ

ていくことを決めた。それぞれの機関の特性を活かして、A さんのサポートを行っていく

ための役割分担を確認した。 

学校は引き続き A さんの気持ちを尊重しながら周囲の生徒との関わりについて配慮し対

応をすることになった。またスクールカウンセラーとの定期的な面談を重ね A さんの被害

感情や不安を和らげることができるよう、学校側はカウンセリングを設けたいという提案

もした。 

 

・学校訪問の内容を本人に伝える 

学校に A さんの思いや希望を伝えたこと、担任は A さんのことを理解し、頑張っている

点や努力している点を褒めていた。また担任は A さんの味方であると仰っていたことを伝

え、学校生活のことは何でも A さんと話し合って決めていきたいという考えであることを

伝えたところ、ほっとした表情が見られた。サポート委員会も学校の考えをよく知ること

ができたので安心して学校に通っても大丈夫であると伝え励ました。A さんも「安心しま

した。学校に行きたいです」という言葉を述べられた。 

 

・その後の本人へのかかわり 

相談員より、A さんに定期的に電話を入れ、学校での困っている事、家庭内で困ってい

ることがないかを確認をしながら気持ちに寄り添った。困っていることがあれば学校、家

庭児童相談室などそれぞれの機関でのサポートがあることも丁寧に本人に伝えた。A さん

からも悩みがあるとその都度入電があり他愛ない会話も含め電話相談を行った。A さんが

担任の先生に何かを伝えたい時の言葉や言い回しを相談員は一緒に考え、練習をするなど

した。ずいぶんしっかり話ができるようになったことは喜ばしいことである。家庭児童相

談室からも学校と連携を取りながら注意深く見守っている等の報告を受けており、現状 A

さんは、家庭でも学校でも安心し生活できていることが確認できている。 
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※プライバシー保護のため、一部変更しています。 

事例 相談者と相談員のやり取りの中で解決した事案 

 

 

◆相談の概要 

地域のスポーツ教室に入部している 6 年生の児童の父親から「指導者からの言葉の暴

力や暴言、えこひいきが継続して行われている。大会出場資格を得る選抜試験があった

が一部のメンバーにしか知らされず、試験を受けられなかった部員もいた。」と入電が

あった。 

 

□対応 

父親の話を傾聴し、暴力や暴言はあってはならないこと、また選抜試験の情報を知ら

されなかった生徒やその保護者の受験できなかった悔しい気持ちを共感した。 

指導者について、同じ思いの保護者達と話し合っているということだったが直接掛けあ

うと言い合いになることや、子どもへの風当たりが強くなるのではないかとの意見が出

て思いとどまっているとのことであった。 

 

□子どもの権利サポート委員会のしくみについて説明 

子どもの権利サポート委員会は、保護者の代理人としての動きはしていないこと、子

どもたちからの相談は一緒に考えていくスタンスであることを説明。子どもたちは辛い

思いを持っているという事なので安心してスポーツができるように一緒に考えていき

たいと投げかけた。 

複数の保護者で話し合っているとの事だったので一度相談していただき、子どもたち

がサポート委員会に相談したいという気持ちがあるなら、こちらまで連絡して欲しいこ

とをお伝えしたところ、子どもたちの気持ちに寄り添った対応をされていることに感謝

された。 

 

□事後の対応等 

その後問題はどうなったか確認の電話を入れた。「子どもたちにサポート委員会の存

在を伝えたところ学校から啓発のおたよりをもらっているので子どものための相談機

関であることは知っているとのことだった。子どもたちが指導者に体罰（暴力や暴言）

はあってはならないことを認識してほしいと掛け合ったところ、円満な話合いが無事に

もたれたとのことだった。 

 

 

 

 

 

 

ケース 1 
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◆相談の概要 

クラスの同じ班の児童から嫌がらせをされ悲しい思いが続いている女子児童が母親と

共に来室相談。掃除の時間に掃除場所である多目的ルームに行くと、同じ班の児童が、

内側からドアを押さえ中に入れてくれない。複数の児童も加担したように感じた。別の

日には傷つくような言葉を言われることもあった。 

 

□子どもの権利サポート委員会のしくみを説明 

勇気を出して子どもの権利サポート委員会に相談に来てくれたことを労う。 

サポート委員会は相談者の気持ちをじっくり聴き、一番良い方法を一緒に考えていくと

ころであり、ゆっくりでもいいので子ども自身の言葉で悩みを聴かせてほしいと思って

いると伝えたところ、嫌がらせの内容を語ってくれた。 

 

□子どもの気持ちや思い 

「助けてくれる友達はいたが、次の日も同じようにされた。何日か続いたため担任の

先生に伝えたところ様子は見に来てくれた。相手の児童は先生が来たことで焦ったのか

多目的ルームの掃除にはすんなり入れてくれた。担任の先生はドアを閉めて入れないよ

うにしたことには触れず注意もなかった。授業中は、特に嫌なことをされないがホーム

ルームの時に自分の真似をされて笑われたり自分の持ち物をバカにされ笑われたりし

た。涙が出るほどイヤな気持ちになる」と辛い気持ちと悩みを打ち明けてくれた。 

  

□対応 

相談者の思いを聴く中で「先生にもう一度自分の気持ちをきちんと知っておいてもら

いたい。先生に話を聴いてもらいたい。嫌がらせをやめてもらいたい。」ということが

分かった。 

どのように担任の先生と話をしたいか尋ねたところ「お母さんも一緒に学校の先生と

話をしてほしい、それでも解決しないようならサポート委員会に介入してもらいたい」

と言ったため、母親と共に学校に出向くことになったが、母親は「うちの子にも問題点

があるかもしれないから事態を大きくせずに話合いをしたい」という考えであった。相

談者も先生に自分の思いは伝えたいが、告げ口をしたような形になることは不安である

と言ったため、個人名は出さなくてもいいので不安に思うことを担任の先生に話し、た

だしドアを無理やり閉めたり、また内側から力づくで押さえ開かないようにする行為は、

故意でなくとも学校内でおこる事故につながり骨折など受傷する可能性もあるので、そ

の点は保護者の方から担任に伝えておくことを助言した。相談者と話をしていくうちに

気持ちもほぐれ相談の終わりにはにこやかな笑顔になった。 

 

□事後の対応 

相談者から入電があり担任の先生に自分の思いを理解してもらうことができ、また掃

除の件もすっきりと解決ができたと良い報告があった。 

 

ケース 2 
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第 2 章 広報・啓発活動 

1 広報・啓発活動一覧 

令和元年度 活動広報啓発活動

取組内容 対象 時期 方法

ダイヤルカード配布
市内の小・中・高等学校 （公 ・私

立・県立）・養護学校（計48校）

に通う子ども
5月 学校を通じて市内在校全児童生徒に配布

サポート委員会だよりの
発 行 小 ・ 中 （ 第 13

号）高（第9号）

市内の小・中・高等学校・養護学校

（公・私立）（計48校）に通う子

ども
5月

学校を通じて市内在校全児童生徒に配布（ダイヤルカードとともに
配布）

活動報告会 一般公開 8月
8/31（土）平成30年度子どもの権利サポート委員会活動報告会を
実施（活動報告会テーマ「子どもたちを支えるためにどう連携して
いくか～これからの関連機関の連携について～」）

リーフレット配布
市内の小・中・高等学校 （公 ・私

立・県立）・養護学校（計48校）

に通う子ども
8月、9月 学校を通じて市内在校全児童生徒に配布

サポート委員会だよりの
発 行 小 ・ 中 （ 第 14

号）　高（第10号）

市内の小・中・高等学校 （公 ・私

立・県立）・養護学校（計48校）

に通う子ども
8月、9月

学校を通じて市内在校全児童生徒に配布（リーフレットとともに配
布）

研修会等講師
人権文化センター主催子ども向け

人権講座参加者
9月

まいたに人権文化センター主催の子ども向け人権講座にて子どもには聴いても

らえる権利がある」子どもの権利サポート委員により講演

行事参加 イベント参加者 10月 10/26フレミラ秋まつりに参加（トランプ対決）

小学校社会見学 市内小学校　フレミラ宝塚見学時 11月
社会見学（フレミラ見学）時に、子どもの権利サポート委員会室内見学及び説

明（お手紙フォーム、ダイヤルカード、リーフレット配布）

研修会等講師 市内小学校　学習会参加者 12月
逆瀬台小学校校区人権市民集会で子どもたちへの学習会「子どもは聴いてもら

える権利」があるよ！」を子どもの権利サポート委員により講演

啓発グッズの配布（クリ
アファイル）

市内の小学校（公・私立）・養護学

校（計28校）に通う小学3年生の子

ども
1月 学校を通じて対象児童生徒に配布

手紙フォームの配布
市内の小学校（公・私立）・養護学

校（計28校）に通う小学3年生の子

ども
１月

学校を通じて児童生徒に配布（啓発グッズ（クリアファイル）に挟
み込んで対象者に配布）

啓発グッズの配布（赤
シャープペン）

市内の小・中学校（公・私立）（計

38校）に通う小学6年生及び中学3

年生の子ども
1月 学校を通じて対象児童生徒に配布

サポート委員会だよりの
発 行 小 ・ 中 （ 第 15

号）

市内の小・中学校（公・私立）、養

護学校（計42校）に通う子ども
1月 学校を通じて児童生徒に配布（啓発グッズとともに配布）

リーフレット、ダイヤル
カード

市内施設への設置依頼 年中 市内各公共施設へ設置

手紙フォーム 市内施設への設置依頼 年中 市内各公共施設へ設置

広報紙へ掲載 一般公開 年中 広報紙へ掲載（相談窓口一覧）

ＨＰ掲載 一般公開 年中 随時情報を更新（子どもの権利サポート委員会について）

Facebook 一般公開 年中 随時情報を更新（子どもの権利サポート委員会について）

視察など

取組内容 視察 時期 内容

子ども施策と地方自治全
国自治体シンポジウム
（関係者会議）へ参加

シンポジウム参加 1月
1/25東京都立川市にて開催

視察応対 視察受け入れ 5月 仙台市いじめ対策室

視察応対 視察受け入れ 6月
尼崎市こども政策課

 

 

今後も継続した広報、啓発活動を行っていきます。 

 

 

 



24 

 

2 配布物  

◆周知用カード 

 

（小学生への配布 ・ 公共機関設置） 

 

        

 

 

 

 

 

（中学生・高校生への配布） 
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◆周知用ポスター 
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◆周知用リーフレット 
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◆啓発グッズ 

①小学３年生 クリアファイル 

 

 

 

 

 

②小学６年生、中学３年生 赤シャープペンシル 

 

 

  

 

 

 



 

 

2
8
 

 

 

 

◆子どもの権利サポート委員会だより 
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3 活動報告会 

◇平成 30 年度活動報告会（令和元年 8 月 31 日開催） ※前年度分の活動を報告しました。 

平成 26 年 11 月 1 日よりスタートし、5 年を経過し、子どもの権利サポート委員会

の活動をご理解いただく機会として活動報告会を実施しました。 

 

○「平成 30 年度子どもの権利サポート委員会活動報告」 

 宝塚市子どもの権利サポート委員会 委員長 田中賢一 （弁護士） 

子どもの権利サポート相談員 

○公開意見交換会「子どもたちを支えるための連携と情報共有とは 

          ～教育現場、地域の関わりから、関係者で考えよう」 

民生・児童委員 第５地区 山下和美 さん 

 宝塚市立小浜小学校 園田和広 さん 

 宝塚市 学校教育部学校教育課 大場裕太 さん 

 宝塚市 ＳＳＷスーパーバイザー 大塚美和子 さん 

子どもの権利サポート委員会委員 西 友子（大阪樟蔭女子大学準教授・臨床心理士） 

 ＜コーディネート＞ 

 子どもの権利サポート委員会委員 浜田進士（子どもの権利条約総合研究所 関西事務所長） 
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＜活動報告会＞ 
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4 啓発活動 

◇フレミラ宝塚 秋まつり（令和元年 10 月 26 日開催） 

   毎年恒例のフレミラ宝塚において開催される秋まつりに参加しました。

トランプゲームを実施し、たくさんの子どもたちが来てくれました。子ど

もの権利サポート委員会を知ってもらう機会になりました。また、ゲーム

をしながら、学校を通じて配っているお便りを見ていてくれていることな

ども確認でき、今後も継続した活動の必要性を感じました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

40 

 

◇広報番組「知ってよ！宝塚」平成 29 年 12 月 掲載 

Youtube にて動画アップ中 

 

 

 

 

 

（知ってよ宝塚「子どもの権利サポート委員会」動画 Ｙoutube 二次元コード） 
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新型コロナ感染症と子どもの権利 

 

子どもの権利サポート委員会委員 浜田進士 

 

2020 年 1 月からの新型コロナ感染症（COVID-19）の感染拡大によって、宝塚市

の子どもの権利は大きく侵害されました。新型コロナ感染症が、子どもたちの権利を直

接侵害することになったのは、2020 年 2 月 27 日の安倍首相が全国一斉臨時休校要

請方針を打ち出したことでした。以後、3 か月間にわたって学校は休校されました。 

この長期にわたる休校措置によって、子どもの権利はどのように制限されたのか市長

部局や教育委員会は実態を明らかにして下さい。その際、子どもの権利条約や 2020

年 4 月 8 日に国連・子どもの権利委員会「新型コロナ感染症（COVID-19）に関する

声明」など、この間発表された国際基準をもとに検証しなければなりません。 

 

具体的には、①今回の一斉休校は、感染拡大防止に効果があったのか、効果があった

のなら、なぜ学校より密接な空間である放課後児童クラブは開所していたのか検証が必

要です。②突然の一斉休校措置や卒業式などの行事の運営について、子どもたちの意見

表明権が制限されなかったか、オンラインによるアンケートの募集などの取り組みをす

る必要があったのではないか検証が必要です。③これから新型コロナウィルス感染拡大

の第２波、第３波が来たときに、宝塚市の子どもたちへの影響をできるだけ少なくする

ために、「新型コロナ感染症（COVID-19）に関する声明」よる包括的・総合的な検

証が、いま必要ではないでしょうか。 

 

宝塚市は、子どもの声を聴きながら、これまでの子ども施策を見直し、With コロナ

時代のこれからの生き方を考え、模索していかなければなりません。宝塚市らしい取り

組みが必要です。 

そのためには以下の３点が大切ではないかと考えます。 

（１）子どもたちと共に、新型コロナウィルス禍における子どもの権利侵害の状況を明

らかにしていき、新しい子どもの意見表明の形、参加の形を子どもたちと作っていく。 

（２）おとなは、日常のなかで子どもが権利主体であるということを常に意識して、新

型コロナウィルス禍や災害下でこそ、子どもの権利行使をサポートしようとする市民と

なる。 

（３）教職員は、子どもが子どもの権利を学ぶ機会を保障し、新型コロナウィルス禍や

災害下においても、学校で子どもが権利行使できる環境を整える。 

 宝塚市子どもの権利サポート委員会としては、子どもたちの気持ちをしっかりと受け

とめ、子どもたちの声を市長に届け、宝塚市の子ども施策の改善につなげていきたいと

考えています。 
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国連・子どもの権利委員会「新型コロナ感染症（COVID-19）に関する声明」 

 

2020 年 4 月 8 日 

国連子どもの権利委員会(原文:英語) 

日本語訳:平野裕二 

かんたんな日本語訳:長瀬正子・畠山由佳子 

 

子どもの権利委員会(注 1)は、コロナウィルスが世界的に流行することで、子どもた

ちの身体、心や感情表現に大きな影響を与えると考えています。だからこそ、それぞれ

の国が、子どもたちの権利をまもるように求めたいと思います。 

世界中のすべての子どもたちの状況(弱い立場に置かれた子どもたちの状況はなお)

が心配です。とくに緊急事態宣言が出たり、ロックダウン(注 2)がなされたりしている

国々においては、多くの子どもたちが身体、心や感情に大きな影響を受けています。 

この文書は、コロナウィルス感染拡大による影響をもっとも少なくするためにさまざ

まな対応がなされますが、どんな時にも、子どもの権利を尊重するようにするために、

各国に対してだされたものです。 

 

1.新型コロナウィルス感染症の世界的流行の影響 

今起きている世界中での感染の広がりは、子どもの権利のさまざまな面に影響を与え

ます。健康、社会のありよう、教育、それから、お金に関することやほっとすることや

遊びなど楽しいことにも、影響があります。緊急事態宣言による「がまんの生活」は少

しの間だけ、と思われていました。でも、実際は少しの期間では終われず、思った以上

に長い「がまんの生活」になりそうです。現在は、世界的にも非常に心配な状況です。

いつもは、委員会は、誰かの権利をとめるようなことのある方法はできるだけやめるべ

きだと思っています。 

それでも、今は、人々がこれ以上コロナウィルスに感染しないようにするためには、

誰かの権利をとめるようなこともある「がまんの生活」も必要だと考えています。しか

し、このような「がまん」は、必要な分だけ、そして、できるだけ少なくする必要があ

ります。加えて、この世界的な感染の広がりは、国の財政を苦しくさせます。でも、だ

からといって、子どもの権利を実現することをじゃまするものにしてはいけません。す

べての国は、できるだけ感染をへらすための行動を考える際にも、子どもにとって最も

いいことは何かを考える(第 3 条)必要があります。 

 

2.子どもたちの文化的・芸術的活動を大切に 

子どもたちが休んだり、ほっとしたり、遊んだりすること、文化や芸術に触れるよう

な活動ができるようにするために、さまざまな方法を考えましょう。例えば、1 日 1 回
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の屋外での活動(その時には、人と人との距離をとることや、健康をまもるための基準

をまもる)や、テレビやラジオ、それからオンラインを利用した子どもにやさしい文化

的・芸術的活動はおすすめです。 

 

3.子どもの学びを保障すること 

オンライン学習が、もうすでにあった不平等や格差をより悪化させないようにするこ

とも大切です。また、オンライン学習だけが、子どもと教員のコミュニケーションをと

るものになることもさけましょう。 

オンライン学習をするための環境を考えてみましょう。家にパソコンがあり、すぐに

オンライン学習ができる環境がある子どもは学習に参加できますが、そういった機器を

もっていない子どもは参加できません。 

そうした状況にある子どもがいることも想像し、子どもと教員が交流するためのツー

ルをオンライン学習のみにすることなく、子どもが活用できる多様な方法を考える必要

があります。 

 

4.栄養のある食事を確保すること 

緊急事態、またはロックダウンの間に、子どもたちが栄養のある食事をたべることが

できるようにするための仕組みをすぐに準備しましょう。学校が休校になっていますが、

栄養のある食事が給食だけであるという子どもたちもいるからです。 

 

5.子どもに対する基本的なサービスをとめないこと 

子どもに対する基本的なサービス(例えば、健康に関すること、水、衛生状態をよく

することや出生登録など)をとめないようにしましょう。子どもの健康を守るシステム

は、この間の感染にかかわる対応によって忙しくなったり、もともとあった資源が少な

くなってしまったりしています。たとえ、そのような状況であっても、子どもたちが必

要とする健康にかかわるケアがうけられなくなったり、受けづらくなってしまったりす

るのを防がなくてはなりません。 

例えば、コロナウィルスに関する治療については必要な検査、将来開発される可能性

のあるワクチンを受けることがあげられます。コロナウィルスに関わる医療ケアだけで

はありません。医療サービスが足りない状況になっても、子どもたちがもともともって

いた病気に対する治療やメンタルヘルス(心の健康)に対する治療も引き続き受けられ

るようにする必要があります。 

どんな緊急事態においても、清潔な水が飲め、清潔な環境にいられるようにすること

は大切です。出生登録についても同様です。 
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6.子どもをまもる仕組みを保ちつづけること 

子どもをまもる仕組みを、今の状況において「非常時でも絶対に提供されるサービス

(英語では、essential services)」として考える必要があります。それは、食料を売っ

たり、電車やバスを動かしたりすることや、医療や警察と同じように止めてはいけない

サービスです。 

そして、これらのサービスが、子どもと家族にとって使いやすい仕組みであり続ける

ようにしましょう。子どもや家庭にとって必要だと思われるときに家庭訪問してもらう

ことや、心の安定をまもる(メンタルヘルス)ためのケアを提供することなどが考えられ

ます。外出制限があることは、子どもたちが、家のなかで体や心への暴力にあうリスク

を高めてしまいます。また、ものすごく家族がたくさんいてきゅうくつなスペースで生

活している子どももいます。そうしたとき、特に、障害のある子どもとその保護者は、

よりしんどい状況になってしまうこともあります。 

すべての国は、電話やオンラインによる連絡や通報の仕組みを知ってもらうために、

今まで以上にテレビやラジオやオンラインを通じて働きかけていく必要があります。そ

して、コロナウィルスの感染拡大によってもたらされる経済的な、あるいは社会的な影

響をできるだけやわらげるためにも、貧困、あるいは住宅事情がよくない子どもの権利

をまもるための特別な対策も求められています。 

 

7.より弱い状況の子どもに視点をおく 

感染の世界的な広がりによって引き起こされる想像をこえた状況によって、より弱い

状況におかれる子どもたちをまもりましょう。具体的には、障害のある子ども、貧困の

状態にある子ども、路上で生活している子ども、移住や難民の申請をしている子ども、

国内で避難をしている子ども、マイノリティや先住民族の子ども、HIV を含む基礎疾

患を持っている子ども、自由を奪われている子ども、難民キャンプや少年司法にかかわ

る施設、児童養護施設等の子どもが考えられます。感染をへらしていくための対応を行

う際にも、差別の禁止(第 2 条)は大切です。私たちは、より弱い状況におかれる子ど

もたちをまもることを重視した対応をとる必要があります。 

 

8.自由を奪われている子どもたち 

自由を奪われている子どもたち(身体的に行動が制限されている施設などで生活して

いる子どもたち)について特に伝えたいことがあります。可能ならば、子どもたちが施

設から釈放されるようにしましょう。 

それが難しい場合は、家族と定期的に会えるようにする方法を考えましょう。多くの

国では、施設で生活する子どもや自由を奪われている子ども(例えば、警察の施設や刑

事施設、閉鎖されている施設、難民のひとたちを収容する施設など)は家族との面会を

制限されています。こうしたことは、短期間は必要な場合はあるものの、長期間になる
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と、よくないことが多くなります。子どもたちは、家族に直接会うという方法が難しく

とも、電子メールや電話等も含めて家族と連絡がとれるようにするべきだと考えます。

緊急事態宣言が延長される場合は、家族と会うことを禁止するということについてもう

一度考えなおしましょう。親と一緒に移住しようとしてきた子どもたちが収監されたり、

親と引き離されたりしてはいけません。 

 

9.コロナウィルスにかかわる子どもの逮捕 

コロナウィルスに関連する国からの指導にしたがわなかったことによって、子どもが

逮捕されたり、刑務所に入れられたりすることがないようにしましょう。また、たとえ

そうした状況が起きたとしても、すぐに家族のもとに帰れるようにしましょう。 

 

10.コロナウィルスに関する正しい情報の伝達 

コロナウィルスについて、そして、コロナウィルスの感染を予防していくための正し

い情報を、子どもにやさしくかつすべての子どもに伝えられるようにしましょう。その

ときには、障害のある子どもや、日本語を理解するのが難しい子どもや、インターネッ

トにアクセスしにくい子どものことも想像し、さまざまな言語や方法で可能な限り届け

られるようにすることが大切です。 

 

11.子どもの意見を聴くこと 

今起きている世界的な感染の広がりにおけるさまざまなことを決めていくプロセス

において、子どもたちの意見が聴かれ、大切にされる機会をつくりだしていきましょう。

子どもたちは、今何が起きているのかを理解し、そして、そのことにかかわってなされ

るさまざまな対応とプロセスにおいて、自分も参加している、かかわっているという感

覚をもてるようにすることが何よりも大切なことです。 

 

2020 年 4 月 8 日 

注 1:国連にある子どもの権利についてそれぞれの国の状況をチェックしたり、確認し

たりする組織です。 

注 2:感染が広がるのを防ぐために人々の移動を少なくするための政策 

英語全文 

https://tbinternet.ohchr.org/Treaties/CRC/Shared%20Documents/1_Globa

l/INT_CRC_STA_9095_E.pdf 

平野裕二さんによる日本語訳全文 

https://w.atwiki.jp/childrights/pages/327.html?fbclid=IwAR18rCxJDCPhpX

FIT2IYNFcFW98nmT0vyWNqBG4goDwwnFqJEm6TckjCEmw 

以上 

https://tbinternet.ohchr.org/Treaties/CRC/Shared%20Documents/1_Global/INT_CRC_STA_9095_E.pdf
https://tbinternet.ohchr.org/Treaties/CRC/Shared%20Documents/1_Global/INT_CRC_STA_9095_E.pdf
https://w.atwiki.jp/childrights/pages/327.html?fbclid=IwAR18rCxJDCPhpXFIT2IYNFcFW98nmT0vyWNqBG4goDwwnFqJEm6TckjCEmw
https://w.atwiki.jp/childrights/pages/327.html?fbclid=IwAR18rCxJDCPhpXFIT2IYNFcFW98nmT0vyWNqBG4goDwwnFqJEm6TckjCEmw
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新型コロナウイルスによる自粛と親子 

 

子どもの権利サポート委員  西 友子 

 

 令和の時代に入り、何かが少しずつ変わっていくような、そんな気がしていました。

しかし実際にはこの 3 月からそれまででは想像できないような毎日がやってきてしま

いました。 

 子どもたちは学校が突然にお休みになってしまい、卒業式ですら従来のようなお祝い

をすることが出来なくなってしまったところがたくさん出てしまいました。そのまま 4

月もお休みになり、入学式や新学期を迎えられないまま、そして 5 月も続いてしまい

ました。大人も子どもも、高齢者も若い人もみんな「わからない敵」に不安に思い、ど

う対処すればわからぬまま日々を過ごしていました。「わからない」ということは何よ

りも恐ろしいことです。その頃から「コロナ禍」という言葉をよく耳にするようになり

ました。「禍」という字を今まで見たことも書いたこともない人は多いと思います。恥

ずかしながら私もその一人で、こっそりと調べました。「禍」は災いという意味です。

ただ、「災い」は防ぎようのない天災などをさし、「禍」は人為的な努力によって防ぐ

ことができる事柄、ということを知り、たくさんの「不幸」をたくさんの人の努力でな

んとか対処できるもの、と考えてネーミングされたのでしょうね。その通り、日を追う

ごとにいろいろなことがわかってき、それなりに対応策が発表され、闇雲に怖がるので

はなく、そのときの一番よい方法を我々が行っていくことにより、少しずつ収束に向か

っているようです。医療機関や介護施設でお仕事をされている方々への感謝は言葉に出

来ないほどです。今後については誰もわかりませんが、確実にいえることは、自粛の期

間に、我々に大きな変化がありました。前置きが長くなりましたが、今回は、この変化

について述べさせていただこうと思います。 

 

 子どもたちが学校に行かず、家族も在宅ワークとなるなど、家族がなんとなく家にい

る時間が増えたおうちが多くなりました。学齢期の子どもをもつご家庭は、どうしても

子どもの動静が中心になってしまいます。保育所に通所している子どもから大学に通う

成人まで、皆が家にいることになりました。食事の支度をする方にとっては、とんでも

なく作業量が増え、大変になってしまいました。ユニセフをはじめとして、さまざまな

機関から虐待や DV の危惧が報告されています。生活の変化は仕事量の変化となり、同

時にそれは体力のみならず心理的にも多大な負担を課すことになります。テレビなどの

メディアやインターネットから「ステイホーム」という言葉とともに、仲良く生活を工

夫している映像等が流れ、余計にしんどくなってしまう方が増えることは否めません。

それくらい大変な状況なのです。いつ終わるのかわからない状況であれば、頑張りもど

こまでなのかわからず、より不安になってしまう方も少なくは無かったと思います。 
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でも、先に書いたように、「ステイホーム」を楽しもう、と考えた家族もあるでしょ

う。メディアで紹介されているのは幼い子どもと親、というシチュエーションが多いよ

うでしたが、現実には中学生や高校生、大学生もいるのです。それぞれ自分たちの社会

を持ち、それなりに忙しくしている彼らと、生活時間が一緒になり、食事をともにとる

ことになり、話しをすることが増え、一緒に遊ぶことができるようになったのです。後

回しになっていた家の掃除や、小さな修理、部屋の模様替えや工夫などもでき、ホーム

センターが大盛況になっていたと聞きます。あるご家庭は、ご両親ともお仕事をされて

おり、お子さんは学校や塾、部活などで 4 人一緒に食卓を囲むことが今までなかなか

出来なかったそうですが、このコロナ禍でそれが出来た、と話されていました。子ども

は成長するにしたがって、少しずつ家庭から巣立っていきます。親は、それを心配しな

がら、でも喜びながら、そして少し淋しく思いながら見守るものなのですが、この事態

のせいで、少しの期間巣立ちがとまり、元の巣に戻ったようになったご家族も多かった、

と思います。 

 対人支援の技術の中に「リフレーム」という技術があります。同じものでも解釈を変

えて考えると、ポジティブな思考になれる、という技術です。コロナ禍という想像もし

なかったこの苦境を、いかに心理的に乗り越えるか、その鍵はこのリフレームにあると、

私は思います。 

 不公平感でイライラすることもあると思います。その上、いつ収束するのかすらわか

らない状況の中で生きていかなければならないのであれば、隣人とともに楽しく暮らさ

ないといけません。それなら、誰かがプレゼントしてくれた家族の時間、と思って「成

長した子どもたちと、本当であればなかったこの時間、感謝して過ごす」のはいかがで

しょうか。 
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『 子どもの居場所 』 

 

子どもの権利サポート相談員 

 

子どもの居場所とはどういう場所をさすのでしょうか。 

精神的にも肉体的にも安心していられる場所ではないかと思います。 

子どもたちは、学校に通い、学び、遊び、その中で様々な経験をしながら成長してい

きます。楽しいことや嬉しいこと、成功した達成感も経験しますが、時として人間関係

に悩みを抱えることも少なくありません。大人からみれば些細なことかもしれませんが、

当人は思いつめ、身の置き所がなくなる思いをすることもあるでしょう。相談する相手

がいない子どもたちは、尚更ではないでしょうか。 

家庭が安心できる場所である子どもたちにはまだ救いがあると思いますが最近は家

族同士の関係の希薄化も否定できません。子どもたちが安心できる場所であるはずの家

庭が子どもの悩みの発生につながる場合もあります。 

親からの虐待、ネグレクト、理由は様々かもしれません。 

このように学校の先生や親に相談できないと思っている子どもたちが相談を気軽に

できるところ、そのような居場所をつくることが私たちの責務ではないかと考えていま

す。私自身学習塾で子どもと関わっていた経験があり子どもたちには安心できる場所が

必要であることを肌で感じてきました。学校でも家庭でもない第三者的場所が子どもた

ちの居場所となりうることもわかりました。子どもたちの話に傾聴し少しずつ寄り添っ

ていく中で、子どもは安心できる場所であるのだと分かると心を開いてくれることもあ

りました。また子どもたちは自分で考え少しずつですが答えを導きだせるようになって

いくことをも分かりました。そうなってくると子どもたちは自分だけではなくて周りの

子どもたちの様子にも関心をもてる余裕が出てきてお互いの悩みの解決方法を模索し

だします。先にも述べましたように、子どもは精神的にも肉体的にも安心していられる

場所に身をおいて初めて、自分はどうしたいのか考えられるのではないでしょうか。私

は現在、子どもの権利サポート委員会相談員という立場にありますが、このサポート委

員会という場所で、子ども自身が自分はどうしたいのか安心して考えていけるように寄

り添い一緒に考えていけるようにしたいと思っています。子どもが自分の明るい未来を

考えられることが、これからの日本の明るく輝く未来にもつながると思います。 

その一助となれるように子どもが安心して相談できる相談室をつくっていきたいと

思います。 
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＜参考資料＞ 

 

◆子どもの権利サポート委員会の制度◆ 

 

Ⅰ 子どもの権利サポート委員会設置経緯 

 

１ 子どもの人権擁護の第三者委員会の設置 

「いじめ及び体罰に係る子どもの人権擁護委員」制度を要綱施行（平成 25 年（2013 年）5 月 1 日） 

社会問題化しているいじめや体罰という子どもへの人権侵害に対して、第

三者委員を通して子どもの人権を守ることを目的とし、いじめ及び体罰に係

る子どもの人権擁護委員を設置し平成２５年５月に「いじめ・体罰専門相談

窓口」が開設されました。 

 

 

2 宝塚市子ども審議会での審議 

   並行して、宝塚市子ども審議会（以下、「子ども審議会」という。）で

は、平成 25 年(２０１３年)7 月 2 日に宝塚市長から「子どもの人権擁護

のあり方について」諮問を受け、小委員会を立ち上げ、平成 26 年 3 月ま

でに小委員会 8 回、全体会 4 回（子どもの人権擁護のあり方を審議したも

ののみ）の会議を開催し、各委員により積極的な議論が交わされ、審議の

結果、条例案を示し、条例化が必要であると答申されました。 

                              

 

 (1) 子どもの権利に関する意識調査 

平成 25 年(2013 年)8 月、「子どもの人権擁護のあり方について」の審

議の参考として、子どもたちの声を聴くため、アンケート調査が行われ、そ

の結果、子どもの権利を大切に思っている子どもは多く、子どもに寄り添っ

た相談窓口が必要との認識が共有されました。 

また、子どもの相談を受けている相談機関や児童館などの職員にも意識調

査を行い、その結果、子どもの意見を尊重することや、擁護することが求め

られていることを認識されました。 
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(2) パブリックコメントの実施 

子ども審議会での「子どもの人権擁護のあり方について」の審議結果を踏

まえ、平成 26 年（2014 年）1 月 31 日～3 月 3 日パブリックコメントが

実施され、市民からの意見聴取が行われました。 

さらに、パブリックコメント意見について、審議が行われました。 

 

(3) 子ども審議会からの答申 

   平成 26 年（2014 年）4 月 7 日「子どもの人権擁護のあり方について」

子ども審議会審議結果の答申が市長に対して行われました。 

 

 

３ 子どもの権利サポート委員会条例制定 

   平成 26 年（2014 年）6 月市議会に提案し、全会一致により可決され、

同年、6 月 30 日に公布されました。条例の運用については、準備期間を

経て、平成 26 年(2014 年)11 月 1 日施行とし、「子どもの権利サポート

委員会」が設置されました。 
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Ⅱ 子どもの権利サポート委員会とは 

１ 事業内容 

 個々の子どもに寄り添う個別救済制度としては、出来るだけ「簡易・迅速な

制度」であることが求められることから、1つの案件に対して1人の子どもの

権利サポート委員が進行管理を担当する独任制で、また、勧告、公表などの決

定をする際には子どもの権利サポート委員会として合議制機関で運用する制

度としています。 

２ 対象者 

子どもに係る権利侵害についての相談は誰でもできるものとし、救済申し立

てについては当事者たる子ども又はその保護者からできることとしています。 

※子どもの定義・・市内在住、在勤、在学及び市内にある学校等に通学等して

いる子ども（１８歳未満）及びそれに準ずる１９歳までの者 

３ 相談体制 

   （委    員）3 人（弁護士）  田中 賢一 

（任期平成 26 年（2014 年）11 月 1 日から 

（再任・3 期目） 

              令和 2 年（2020 年）10 月 31 日まで） 

（大学講師） 浜田 進士 

   （任期平成 26 年（2014 年）11 月 1 日から 

   （再任・3 期目） 

              令和 2 年（2020 年）10 月 31 日まで） 

（臨床心理士）西 友子 

（任期平成 2７年（201５年）4 月 1 日から 

     （再任・3 期目） 

              令和 3 年（2021 年）3 月 31 日まで） 

                    ※任期は１期２年間となっています。 

  （相 談 員）3 人（非常勤嘱託職員） 

  （事務局職員）1 人（子ども政策課職員） 

（受付時間）月～金 13：00～19：00、 

土および第 1･3 火 10：00～17：00 

（年末年始、日・祝日は休み） 

 （受付方法）電話 0120-931-170、来所、インターネット受付、手紙 

（場  所）宝塚市売布東の町 12-8 フレミラ宝塚 2 階 

       （最寄り駅：阪急売布神社駅 または 阪急中山観音駅） 
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４ 位置づけ 

  子どもの権利サポート委員会は、行政機関からの独立性が確保され、子ど

もの権利救済を図るため、第三者的に子どもに寄り添う専門機関です。同委

員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規

定に基づく市長の附属機関として設置されました。 

 

なお、市長の附属機関ですが、子どもの権利サポート委員会が子どもの権利

救済を簡易かつ迅速に活動し、子どもの最善の利益を具体的に実現していくた

めに「子どもの権利サポート委員会条例」で必要な権限が付与されています。 

 

  また、条例に基づき子どもの権利擁護及び権利侵害の防止等のことについ

て必要があると判断した場合など市長に対して意見することもできます。 
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5 相談・救済の流れ 

1 相談方法 

・電話相談 フリーダイヤル（0120-931
きゅ-さい

-170
い-なまる

）で受けています。 

・来所相談 フレミラ宝塚２階子どもの権利サポート委員会事務局に直接来

てもらってお話しをお聴きしています。 

・手紙相談 お手紙フォームやまたは便箋等で書いてもらったお手紙を受け

取り、お返事の方法（手紙により返信するなど）にて、相談のお返事をして

います。 

・インターネット受付 市ＨＰから相談受付フォームに入力してもらった内

容を、折り返しお電話でお答えします。 

 

2 相談できる人 

・子どもの権利救済に関することはどなたでも相談できます。  

 

3 相談・救済の流れ 

・最初に相談員がお話をお聴きします。じっくりお話を聴き、一緒に考えて

いきます。相談者が自身でできることを考えたり、納得することで、相談を

終えるケースもあります。 

相談者には、自身でやってみたことがうまくいかなかったりなど、悩むこと

があればまた話しを聴かせてほしいことを伝えることで、今後も一緒に考え

ていく姿勢でお話しをお聴きします。 

 

・相談内容を相談員から報告し、子どもの権利サポート委員による助言を受

け、委員による面談を行ったりしたのち、調整活動等を行います。 

 

・子どもの権利サポート委員は、子どもが希望する場合は、問題に関わる人々

や機関に対して、子どもの気持ちや意見を代弁します。子ども自身のために、

関係機関の協力を得て、働きかけ、調整活動を行います。 

 

・当事者等からの申立てにより、必要に応じて調査実施等を行ったり、改善

の要望や意見表明などを行います。 
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申立て 

※権利侵害を受けたと思われる子、その保護者から

申立てができます。 

調査・調整 

(調整方法について協議) 

委員による 

自己発意 

審 査 

調査・調整内容を相談者へ報告 

通知 

一緒に考える 

 まずは、相談員とともに一緒に考えます。 

  

終 結  (関係機関等により、継続した支援がなされるよう子どもの権利サポート委員会が状況確認 

をすることによる見守り支援を行います。) 

相談  

（対象）市内在住・在勤（18 歳未満）、在学等（19 歳まで）の子どもの権利侵害に関すること 

※どなたからでも相談はできます。 

勧告（行為を是正するもの） 

要請 

市の機関 

民間子ども施設等 

調整  

必要に応じて関係機関等へ調整を行います。このときも、子ども自身のお話しを聴いて調整活

動を行います。 

公表（ケース事案について必要に応じて公表する） 

意見表明（制度改善を是正するもの） 
報告 

報告 

通知 

子どもの権利サポート委員会相談・救済の流れ （図） 
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※委員による助言を受けています。 
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Ⅲ 子どもの権利サポート委員会条例 

○宝塚市子どもの権利サポート委員会条例 

平成26年6月30日 

条例第21号 

(設置) 

第1条 宝塚市子ども条例(平成19年条例第10号)に規定する基本理念に基づき、子どもの権利を不断に擁護し、子どもの最善の利益を

具体的に実現していくため、地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定に基づく市長の附属機関として、宝塚市子

どもの権利サポート委員会(以下「サポート委員会」という。)を置く。 

 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 子ども 次のアからオまでに掲げる者をいう。 

ア 市内に住所を有する18歳未満の者 

イ 市内の事務所又は事業所で働いている18歳未満の者 

ウ 市内に立地する次に掲げる施設に通学し、通所し、若しくは入所し、又は当該施設を利用している18歳未満の者 

(ア) 学校教育法(昭和22年法律第26号)に規定する学校 

(イ) 児童福祉法(昭和22年法律第164号)に規定する児童福祉施設 

エ ウに掲げるもののほか、市内に立地する施設に通学し、通所し、若しくは入所し、又は当該施設を利用している18歳未満の

者 

オ アからエまでに掲げる者に準ずる者で、規則で定めるもの 

(2) 市の機関 市長その他の機関(議会を除く。)をいう。 

(3) 民間子ども施設 第1号ウに掲げる施設又は同号エに規定する施設のうち、市が設置するもの以外のものをいう。 

(4) 市民等 次のアからウまでに掲げるものをいう。 

ア 市内に在住し、在学し、又は在勤する個人 

イ 市内を拠点として活動する団体 

ウ ア又はイに掲げるもののほか、権利侵害を受けたと思う子どもに関係する個人又は団体 

 

(サポート委員会の組織) 

第3条 サポート委員会は、5人以内の宝塚市子どもの権利サポート委員(以下「サポート委員」という。)により組織する。 

2 サポート委員は、人格が優れ、子どもの権利について高い見識と専門性を有する者で、第三者的な独立性を保持し得るもののうち

から、市長が委嘱する。 

3 サポート委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。ただし、任期は、連続して3期までとする。 

 

(解職) 

第4条 市長は、サポート委員が心身の故障により職務を行うことができないと認められるとき、又はサポート委員として明らかにふ

さわしくない行為があると認められるときを除き、その職を解くことができない。 
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(委員長) 

第5条 サポート委員会に委員長を置き、サポート委員の互選によりこれを定める。 

2 委員長は、サポート委員会を代表し、会務を総理する。 

3 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名するサポート委員がその職務を代理する。 

 

(会議) 

第6条 サポート委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

2 サポート委員会の会議は、サポート委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

3 サポート委員会の会議の議事は、出席したサポート委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

(サポート委員会の所掌事務) 

第7条 サポート委員会は、第1条に規定する目的を達成するため、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 第13条に規定する相談に関すること。 

(2) 第14条から第20条までに規定する子どもの権利救済に関すること。 

(3) 子どもの権利擁護及び権利侵害の防止に関して、必要な提言を市長に対して行うこと。 

(4) 市長の諮問に応じ、子どもの権利擁護及び権利侵害の防止に関して、答申すること。 

 

(サポート委員の責務) 

第8条 サポート委員は、その職務の遂行に当たっては、専ら子どもの最善の利益を考慮し、公的良心の喚起者として、子どもの権利

を擁護し、代弁するよう努めなければならない。 

2 サポート委員は、市の機関、民間子ども施設及び市民等との連携及び協力に努めなければならない。 

3 サポート委員は、その地位を政治的、営利的又は宗教的な目的のために利用してはならない。 

 

(サポート委員の守秘義務) 

第9条 サポート委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

 

(市の責務) 

第10条 市は、サポート委員会の制度が子どもを含む市民等に有意義に活用されるよう、積極的に広報その他の必要な施策を推進する。 

 

(市の機関の責務) 

第11条 市の機関は、第1条に規定する目的を踏まえ、サポート委員会の職務の遂行に関し、積極的に協力し、及び援助しなければな

らない。 

 

(民間子ども施設及び市民等の責務) 

第12条 民間子ども施設及び市民等は、第1条に規定する目的を理解し、サポート委員会の職務の遂行に関し、積極的に協力し、及び

援助するよう努めなければならない。 
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(相談) 

第13条 何人も、子どもの権利に関係する事項について、サポート委員会に相談をすることができる。 

2 サポート委員会は、前項の相談があったときは、相談者に対して、必要な助言又は支援を行うとともに、必要に応じて当該相談に

係る関係者間の調整を行う。 

 

(権利救済の申立て) 

第14条 権利侵害を受けたと思う子ども又はその保護者は、サポート委員会に対して、権利救済の申立てをすることができる。 

 

(調査の実施) 

第15条 サポート委員会は、前条の申立てを受けたときは、その申立ての内容を審査し、必要があると認めるときは、調査を実施する

ものとする。 

2 サポート委員会は、第13条に規定する相談の内容又は子どもの権利に関する独自に得た情報により必要があると判断したときは、

調査を実施することができる。 

3 サポート委員会は、前2項の調査を実施すべき内容が次の各号のいずれかに該当するときは、当該内容に関する調査を実施しない。 

(1) 議会の権限に属する事項であるとき。 

(2) 裁判係争中の案件であるとき。 

(3) サポート委員の活動及び身分に関するものであるとき。 

(4) 重大な虚偽が含まれているものであるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、調査の実施が相当でないことが明らかなものであるとき。 

4 サポート委員会は、調査開始後においても、前項各号のいずれかに該当することが明らかになったときは、調査を中止することが

できる。 

 

第16条 サポート委員会は、必要があると認めるときは、市の機関に説明等を求め、その保有する関係書類その他の記録を閲覧し、又

はその写しを提出させることができる。 

2 サポート委員会は、必要があると認めるときは、民間子ども施設及び市民等に対し、資料の提出、説明その他の協力を求めること

ができる。 

3 サポート委員会は、特に必要があると認めるときは、専門的又は技術的な事項について、専門機関に対し調査、鑑定、分析等の依

頼をすることができる。この場合において、サポート委員会は、依頼した事項の秘密の保持に関し必要な措置を専門機関に対して講

じなければならない。 

 

(調査結果の通知及び勧告等の措置) 

第17条 サポート委員会は、前2条の調査の結果を申立人に通知するものとする。 

2 サポート委員会は、前2条の調査の結果に基づいて、市の機関に対し、子どもの権利を侵害する行為の是正等を求める勧告又は子ど

もの権利救済に関する制度改善等を求める意見表明を行うことができる。 

3 サポート委員会は、前2条の調査の結果に基づいて、民間子ども施設及び市民等に対し、必要な対応を促す要請を行うことができる。 

4 サポート委員会は、第2項の勧告若しくは意見表明又は前項の要請を行ったときは、その内容について申立人に通知するものとする。 
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(報告) 

第18条 市の機関は、前条第2項の勧告又は意見表明を受けたときは、適切な対応を図るとともに、サポート委員会に対して必要な報

告を行わなければならない。 

2 民間子ども施設又は市民等は、前条第3項の要請を受けたときは、適切な対応を図るとともに、サポート委員会に対して報告を行う

よう努めるものとする。 

3 サポート委員会は、前2項の報告があったときは、その内容を申立人に通知するものとする。 

 

(公表) 

第19条 サポート委員会は、子どもの最善の利益を図るために必要があると認めるときは、第15条及び第16条の規定に基づく調査の

結果、第17条第2項の勧告若しくは意見表明若しくは同条第3項の要請又は前条第1項若しくは第2項の報告の内容について公表する

ことができる。 

2 前項の規定による公表に際しては、個人情報の保護について、最大限に配慮しなければならない。 

 

(見守り支援) 

第20条 サポート委員会は、第15条から前条までに規定する事務が終了した場合においても、市の機関、民間子ども施設又は市民等

に対して、第15条及び第16条の規定に基づく調査を実施した子ども(以下「当該子ども」という。)の状況の確認を行うことができ

る。 

2 市の機関は、前項の確認を求められたときは、当該子どもの状況の報告を行わなければならない。 

3 民間子ども施設又は市民等は、第1項の確認を求められたときは、当該子どもの状況の報告を行うよう努めるものとする。 

 

(運営状況の報告等) 

第21条 サポート委員会は、この条例の運営状況について、年次ごとに市長に対して報告し、その内容を公表するものとする。 

2 サポート委員会は、子どもの権利擁護及び権利侵害の防止に関して、第7条第3号の提言を行ったときは、その内容について公表す

るものとする。 

3 前2項の規定による公表に際しては、個人情報の保護について、最大限に配慮しなければならない。 

 

(相談員) 

第22条 サポート委員会の下でその職務を補佐するため、子どもの権利サポート相談員を置く。 

 

(委任) 

第23条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成26年11月1日から施行する。 

 

 

 



 

 

        

 

 

   
宝塚市子どもの権利サポート委員会事務局 

 

〒665-0867 宝塚市売布東の町 12 番 8 号 

フレミラ宝塚２階 

 

ＴＥＬ 0797-91-2001（事務局） 

 

 ＴＥＬ 0120-931-170（相談専用電話） 

     

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


